
1　事業の概要

①　成果目標（H24)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　　　　　　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか。

　　□ 事業を実施しない　　　　　□ 事業を見直して実施　　　　　■ 事業を現行どおり実施

今後も市町村を通じて利用者への広報を図り、障害者が住みなれた地域で自立した生活を送れるよう、支援していく。

目標に対

する成果

の状況

市町村が支弁する自立支援給付費等の一部を負担し、利用者に対し必要な障害福祉サービスを不足なく支給できるよう支援できた。

 概算事業費（B（A）+C） 5,654,217 6,276,422 7,187,891 7,493,255

9,910 9,910 9,910

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　　分（単位：千円） 22年度 23年度 24年度24年度24年度24年度 25年度

概　算

人件費

1.20 1.20 1.20 1.20

9,980

5,644,237 6,266,512 7,177,981

Aの

財源

31,577 36,060 38,210 4,160

5,720,303 6,341,619 7,322,889 7,479,185

予

算

額

前年度繰越

当初予算 5,208,041

補正予算 543,839 437,831 338,927

6,377,679 7,361,099

育成医療給付 扶助費

5,939,848 7,022,172 7,483,345

合計（A) 5,751,880

施設訓練給付費 負担金

障害者総合支援法（旧障害者自立支援法）により市町

村が行う自立支援給付等の負担金（1/4）

7,483,345

更生医療給付 負担金

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H24事業実績

H24 H25

（当初） （決算） （当初）

障害者自立支援給付事業 負担金

障害者総合支援法（旧障害者自立支援法）により市町

村が行う自立支援給付等の負担金（1/4）

1,597,182 1,552,864 1,702,027

市町村が行う更生医療費給付事業に要した経費の負

担金（1/4）

256,466

県が関与

する理由

■法令等義務 □内部管理 □県でなければ実施不可　【左記の説明、根拠法令等】

□民間、市町村でも実施可能だが、県関与の必要性有 障害者自立支援法第54条、第94条第1項

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

目指す姿

現状

課・室 障害者支援課

＜参考＞

総合５か年

計画

プロジェクト  E-mail shogai-shien@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

６－２　いきいきと安心して暮らせる社会づくり

障害者及びその家族が住み慣れた地域で安心して日常生活又は社会生活が送れるよう、必要量の障害福祉サービスを不足なく提供

する。

・障害者（児）が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、必要な障害福祉サービスに係る給付やその他の支援を行う。

各サービスとも着実に利用量は伸びており、障害者のサービス利用が定着しつつある。

今後もより一層、障害者が住み慣れた地域で個々の能力や適性に応じた自立した日常生活又は社会生活を営むことが可能となるよう、公

費負担による支援が不可欠である。

成果目標の達成状況

項目

事業番号 04 09 08 事業改善シート （２４年度実施事業分）　　□予算要求　　□予算案　　　■点検

事　業　名 障害者自立支援給付事業障害者自立支援給付事業障害者自立支援給付事業障害者自立支援給付事業
担

当

課

部局 健康福祉部

２　障害者支援の充実 実施期間 Ｈ１８ ～

257,871 300,886

育成医療に要した医療費の公費負担分について全額

（うち1/2国庫）を負担

76,420 73,010 28,865

5,091,283 5,294,236 5,451,567

合計 7,021,351 7,177,981 7,483,345

Ｈ２４
H25

目標

現況

（見込）
目標 成果 達成状況


